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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

 

回次
第50期

第３四半期
連結累計期間

第51期
第３四半期
連結累計期間

第50期

会計期間
自 2021年１月１日

至 2021年９月30日

自 2022年１月１日

至 2022年９月30日

自 2021年１月１日

至 2021年12月31日

売上高 (千円) 9,148,559 11,055,352 12,536,705

経常利益 (千円) 1,468,008 1,773,026 1,888,778

親会社株主に帰属する

四半期(当期）純利益
(千円) 1,028,741 1,207,597 1,323,272

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 1,029,341 1,225,936 1,325,134

純資産額 (千円) 5,144,721 6,518,630 5,444,709

総資産額 (千円) 8,267,312 9,929,080 8,169,351

１株当たり四半期(当
期）純利益金額

(円) 438.89 512.62 564.56

潜在株式調整後　　　
１株当たり四半期(当
期)純利益金額

(円) 418.71 489.85 538.30

自己資本比率 (％) 61.4 64.8 65.7
 

 

回次
第50期

第３四半期
連結会計期間

第51期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2021年７月１日

至 2021年９月30日

自 2022年７月１日

至 2022年９月30日

１株当たり四半期純利
益金額

(円) 170.16 220.41
 

(注） 1. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

 2.　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の

期首から適用しており、当第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等

については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内

容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証

券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において、当社グループが判断したものでありま

す。

（１）財政状態及び経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、不安定な世界情勢や円安の進行に伴う資源、エネルギー

価格の上昇や物価の高騰が進み、先行き不透明感に伴う消費者心理の低下が懸念される状況となりました。

二輪車業界では、二輪車が密を回避できる趣味としての移動手段として定着し、二輪車販売台数や免許取得

者数は増加傾向にありますが、二輪車部品用品店では一時のピークからは来店客数に落ち着きが見え始めるな

ど、新型コロナに関する行動制限の緩和や旅行補助の施策等による環境の変化を感じる状況となりました。

　当社グループにおいては、各事業で前年同四半期を上回る販売となりましたが、期間の後半は週末の悪天候

などの要因もあり、販売に落ち着きが見られる状況となりました。また、為替相場の円安への進行が続き、特

に事業の主体である国内卸売事業において輸入仕入商品のコストが上昇し利益率の低下も顕著に見られる状況

となりました。

この結果、当第３四半期連結累計期間の連結売上高は110億55百万円（前年同四半期比20.8％増）、営業利益

は17億20百万円（前年同四半期比21.6％増）、経常利益は17億73百万円（前年同四半期比20.8％増）、親会社

株主に帰属する四半期純利益は12億７百万円（前年同四半期比17.4％増）となりました。

　

[国内拠点卸売事業]

㈱デイトナでは、ツーリング用品等を中心に前年同四半期を上回る販売となりました。7月には創立50周年記

念の復刻モデルとして企画したセブンスターキャストホイールを出荷しました。期間限定受注に想定以上のご

注文を頂いた為、売上、利益の増加につながりました。一方で為替相場の円安への進行が続いたことで輸入仕

入商品のコストが上昇しました。当期は販売価格の見直しを随時行っておりますが、今後も販売価格の見直し

を検討せざるを得ない状況が続いております。㈱ダートフリークでも同様に輸入仕入れコストの上昇が影響を

見せ始めておりますが販売については順調な推移となっております。この結果、売上高は85億69百万円（前年

同四半期比19.6％増）、セグメント利益は14億49百万円（前年同四半期比17.0％増）となりました。

　

[アジア拠点卸売事業]

アジア拠点卸売事業では、取引先開拓や競合他社に欠品が多い中、在庫をしっかり確保したことや物価上昇

により競合他社が値上げを進める中、当社は値上げ幅が少ないことで優位性を保ち売上高は順調に推移しまし

た。インドネシア国内では燃料費高騰や海上輸送運賃も上昇しているため、今後は販売価格の見直しも検討い

たします。この結果、売上高は３億99百万円（前年同四半期比178.3％増）、セグメント利益は75百万円（前年

同四半期比453.5％増）となりました。

　

[小売事業]

㈱ライダーズ・サポート・カンパニーが運営するバイク用品・部品小売店のライコランドFC事業について

は、売上高は前期を上回りましたが、来店客数は落ち着きを見せ始めており、9月は台風による悪天候も影響し

ました。㈱ダートフリークが運営するオフロード専門店のダートバイクプラス事業においても、来客数は減少

傾向が見られましたが、まとめ買いのお客様が多く、前年を上回る販売となりました。結果、売上高は19億83

百万円（前年同四半期比12.4％増）、セグメント利益は１億64百万円（前年同四半期比15.5％増）となりまし

た。

 
[その他]

その他事業の太陽光発電事業では、天候の変化が大きく、落雷の影響によるパワコンの停止もあり前年同四

半期を下回る売電収入となり、利益面でも前年同四半期を下回る結果となりました。

　また、リユースWEB事業では、引き続き中古部品の仕入先の確保と販売に努めた結果、売上高が前年同四半期

比で39%ほど伸長し、利益面でも大きく改善することができました。

この結果、その他事業における売上高は２億61百万円（前年同四半期比32.7％増）、セグメント利益は29百
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万円（前年同四半期比69.3％増）となりました。

 
 

 
(流動資産）

流動資産は、前連結会計年度末に比べ28.7％増加し、73億円となりました。これは、棚卸資産が15億89百万

円増加したことなどによります。

 

(固定資産）

固定資産は、前連結会計年度末に比べ5.4％増加し、26億28百万円となりました。これは、無形固定資産が44

百万円減少しましたが、投資その他の資産が２億13百万円増加したことなどによります。この結果、総資産

は、前連結会計年度末に比べ17億59百万円増加し、99億29百万円となりました。

 

(流動負債）

流動負債は、前連結会計年度末に比べ24.1％増加し、28億31百万円となりました。これは、短期借入金が４

億５百万円増加したことなどによります。

 

(固定負債）

固定負債は、前連結会計年度末に比べ30.9％増加し、５億79百万円となりました。これは、長期借入金が１

億50百万円増加したことなどによります。この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べ６億85百万円増加

し、34億10百万円となりました。

 

(純資産）

純資産合計は、前連結会計年度末に比べ19.7％増加し、65億18百万円となりました。

 

（２）重要な会計上の見積り

当第３四半期連結累計期間において、当該会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載については重

要な変更はありません。

 
（３）経営方針・経営戦略等

当第３四半期累計期間において、当社の経営方針・経営戦略等に重要な変更はありません。

 
（４）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第３四半期連結累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変更はあ

りません。

 

（５）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発費の総額は42,668千円となりました。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありませ

ん。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、新たに決定又は締結した経営上の重要な契約はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 13,864,000

計 13,864,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2022年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年11月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,604,600 3,604,600
東京証券取引所
スタンダード市場

 
単元株式数は100株
であります。

 

計 3,604,600 3,604,600 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2022年９月30日 ─ 3,604,600 ─ 412,456 ― 340,117

 

 

(5) 【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2022年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 1,241,900
 

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 2,359,800
 

 

23,598 同上

単元未満株式 普通株式 2,900
 

 

― 同上

発行済株式総数 3,604,600 ― ―

総株主の議決権 ― 23,598 ―
 

(注)　１　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式16株が含まれております。

　　　２　当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2022年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 
② 【自己株式等】

2022年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社デイトナ

静岡県周智郡森町一宮4805 1,241,900 － 1,241,900 34.45

計 ― 1,241,900 － 1,241,900 34.45
 

 

２ 【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府令第

64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2022年７月１日から2022年

９月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(2022年１月１日から2022年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、三優監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2021年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,350,304 915,406

  受取手形及び売掛金 1,179,063 1,508,998

  棚卸資産 2,688,203 4,277,568

  その他 465,036 605,590

  貸倒引当金 △7,848 △6,948

  流動資産合計 5,674,759 7,300,614

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 511,231 495,496

   土地 863,790 864,992

   その他（純額） 436,902 415,852

   有形固定資産合計 1,811,925 1,776,341

  無形固定資産   

   のれん 390,322 341,532

   その他 48,503 53,102

   無形固定資産合計 438,825 394,635

  投資その他の資産   

   その他 247,237 460,885

   貸倒引当金 △3,396 △3,396

   投資その他の資産合計 243,840 457,488

  固定資産合計 2,494,591 2,628,465

 資産合計 8,169,351 9,929,080
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2021年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 441,311 775,535

  短期借入金 584,673 990,000

  1年内返済予定の長期借入金 301,126 251,736

  未払法人税等 451,513 261,584

  賞与引当金 93,550 157,189

  株主優待引当金 19,801 3,423

  その他 390,199 391,683

  流動負債合計 2,282,175 2,831,152

 固定負債   

  長期借入金 395,938 546,563

  退職給付に係る負債 1,453 1,853

  その他 45,074 30,880

  固定負債合計 442,466 579,297

 負債合計 2,724,642 3,410,449

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 412,456 412,456

  資本剰余金 482,743 511,857

  利益剰余金 5,122,447 6,142,535

  自己株式 △629,018 △619,867

  株主資本合計 5,388,629 6,446,981

 その他の包括利益累計額   

  為替換算調整勘定 △21,734 △13,327

  その他の包括利益累計額合計 △21,734 △13,327

 新株予約権 76,725 73,956

 非支配株主持分 1,088 11,020

 純資産合計 5,444,709 6,518,630

負債純資産合計 8,169,351 9,929,080
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2021年１月１日
　至 2021年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
　至 2022年９月30日)

売上高 9,148,559 11,055,352

売上原価 5,267,527 6,513,120

売上総利益 3,881,032 4,542,232

販売費及び一般管理費 2,466,080 2,822,159

営業利益 1,414,952 1,720,072

営業外収益   

 受取手数料 8,766 11,933

 デリバティブ評価益 17,848 4,869

 為替差益 14,802 25,292

 試作品等売却代 10,271 7,159

 その他 12,934 12,037

 営業外収益合計 64,623 61,292

営業外費用   

 支払利息 8,364 7,549

 その他 3,202 788

 営業外費用合計 11,567 8,338

経常利益 1,468,008 1,773,026

特別利益   

 固定資産売却益 664 2,572

 特別利益合計 664 2,572

特別損失   

 損害賠償金 524 -

 固定資産除却損 1,025 33

 特別損失合計 1,549 33

税金等調整前四半期純利益 1,467,123 1,775,566

法人税、住民税及び事業税 495,166 575,739

法人税等調整額 △56,799 △17,666

法人税等合計 438,366 558,073

四半期純利益 1,028,756 1,217,493

非支配株主に帰属する四半期純利益 15 9,895

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,028,741 1,207,597
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2021年１月１日
　至 2021年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
　至 2022年９月30日)

四半期純利益 1,028,756 1,217,493

その他の包括利益   

 為替換算調整勘定 584 8,443

 その他の包括利益合計 584 8,443

四半期包括利益 1,029,341 1,225,936

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 1,029,323 1,216,004

 非支配株主に係る四半期包括利益 17 9,931
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

(収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

収益認識会計基準等の適用による主な変更点は以下のとおりであります。

・有償支給取引

有償支給取引について、従来は、有償支給した支給品について消滅を認識しておりましたが、支給品を買い戻

す義務を実質的に負っているため、支給品の消滅を認識しない会計処理に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半

期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

収益認識会計基準等の適用による、当第３四半期連結累計期間の損益及び期首利益剰余金に与える影響は軽微

であります。

なお、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　2020年３月31日）第28-15項に定める経過

的な取扱いに従って、前第３四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載して

おりません。

 
(時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等

が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することとしております。これによる四半期連結財務諸表への影

響はありません。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

 

  　　 受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度
(2021年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

　受取手形裏書譲渡高 40,000千円 52,000千円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2021年１月１日 
 至　2021年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2022年１月１日 
 至　2022年９月30日)

減価償却費 115,472千円 117,031千円

のれんの償却額 48,790千円 48,790千円
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(株主資本等関係)

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間(自　2021年１月１日　至　2021年９月30日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年３月24日
定時株主総会

普通株式 107,820 46.0 2020年12月31日 2021年３月25日 利益剰余金
 

 

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間(自　2022年１月１日　至　2022年９月30日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年３月23日
定時株主総会

普通株式 187,509 80.0 2021年12月31日 2022年３月24日 利益剰余金
 

 

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2021年１月１日 至 2021年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 

     (単位：千円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
 

調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

国内拠点
卸売事業

アジア拠点
卸売事業

小売事業 計

売上高         

  外部顧客への売上高 7,046,146 141,516 1,763,802 8,951,465 197,093 9,148,559 － 9,148,559

 セグメント間の内部
　売上高又は振替高

118,493 1,941 46 120,481 － 120,481 △120,481 －

計 7,164,640 143,457 1,763,848 9,071,947 197,093 9,269,041 △120,481 9,148,559

 セグメント利益 1,238,999 13,692 142,697 1,395,389 17,676 1,413,066 1,885 1,414,952
 

（注）1　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、太陽光発電事業及びリユースWEB

事業であります。

　　　2　セグメント利益の調整額1,885千円には、セグメント間取引消去9,880千円、棚卸資産の調整額△8,444千

円、固定資産の調整額449千円等が含まれております。

 3　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2022年１月１日 至 2022年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

 

     (単位：千円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
 

調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

国内拠点
卸売事業

アジア拠点
卸売事業

小売事業 計

売上高
 

　顧客との契約から
　生じる収益

8,411,828 399,223 1,982,754 10,793,806 261,546 11,055,352 － 11,055,352

  外部顧客への売上
　高

8,411,828 399,223 1,982,754 10,793,806 261,546 11,055,352 － 11,055,352

 セグメント間の内
　部売上高又は振替
　高

157,257 － 572 157,830 － 157,830 △157,830 －

計 8,569,086 399,223 1,983,326 10,951,636 261,546 11,213,183 △157,830 11,055,352

 セグメント利益 1,449,154 75,784 164,804 1,689,744 29,924 1,719,668 403 1,720,072
 

（注）1　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、太陽光発電事業及びリユースWEB

事業であります。

　　　2　セグメント利益の調整額403千円には、セグメント間取引消去9,888千円、棚卸資産の調整額△9,902千円、

固定資産の調整額418千円等が含まれております。

 3　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２. 報告セグメントの変更等に関する事項

会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識

に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更しております

が、セグメント利益に与える影響は軽微であります。

 
３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報
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該当事項はありません。

 

(収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 2021年１月１日
至 2021年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
至 2022年９月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 438円 89銭 512円 62銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 1,028,741 1,207,597

   普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(千円)

1,028,741 1,207,597

    普通株式の期中平均株式数(株) 2,343,911 2,355,694

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 418円 71銭 489円 85銭

    (算定上の基礎)   

    普通株式増加数(株) 112,981 109,534

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式
で、前連結会計年度末から重要な変動があったものの
概要

－ －

 

 

(重要な後発事象)

　   該当事項はありません。
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２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社デイトナ(E02877)

四半期報告書

17/19



独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2022年11月11日

株式会社デイトナ

取　締　役　会 　御　中

 
 三優監査法人

 名古屋事務所
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 橋爪　 剛  

 

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴木　啓太  
 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社デ

イトナの2022年１月１日から2022年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2022年７月１日から

2022年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年１月１日から2022年９月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社デイトナ及び連結子会社の2022年９月30日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全

ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査

人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社

から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎

となる証拠を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連

結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づ

いて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公
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正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レ

ビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期

連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明する

ことが求められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の

作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期

連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単

独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重

要な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセー

フガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

 
以　　上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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